
 宮城県監査委員告示第７号 

 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第１項，第２項，第４項及び第５項の規定に

より平成 30 年１月から３月までに実施した一般会計及び特別会計に係る定期監査等の結果は

次のとおりです。 

 

  平成 30 年３月 30 日 

 

                       宮城県監査委員 齋  藤  正  美    

                     宮城県監査委員 す ど う     哲 

                     宮城県監査委員  石  森  建  二 

                     宮城県監査委員  成  田  由 加 里 

 

１ 監査実施機関及び監査実施日 

監査実施機関                               監査実施日 

○総務部 

 地方機関 

  公文書館                                １月 18日 

  仙台中央県税事務所（選挙管理委員会仙台中央地方支局を含む。）       １月 17日 

  仙台北県税事務所（選挙管理委員会仙台北地方支局を含む。）         １月 15日 

  気仙沼県税事務所（選挙管理委員会気仙沼地方支局を含む。）         １月 12日 

○環境生活部 

 地方機関 

  環境放射線監視センター                         ３月 14日 

○保健福祉部 

 地方機関 

  北部保健福祉事務所栗原地域事務所                    ２月１日 

  気仙沼保健福祉事務所                          １月 11日 

  北部児童相談所                             ３月５日 

  東部児童相談所                             ３月２日 

  女性相談センター                            １月 17日 

  リハビリテーション支援センター                     ３月 12日 

  精神保健福祉センター                          ３月 12日 

○経済商工観光部 

 地方機関 

  大阪事務所                               ２月８日 

  仙台地方振興事務所                           ２月２日 

  東部地方振興事務所                           １月 25日 

  気仙沼地方振興事務所                          １月 11日 

  白石高等技術専門校                           ２月 14日 

  仙台高等技術専門校                           １月 15日 

  松島公園管理事務所                           ３月 14日 

○農林水産部 

 地方機関 

  仙台家畜保健衛生所                           ３月 12日 

○土木部 

 地方機関 



  大河原土木事務所                            １月 10日 

  仙台土木事務所                             １月 30日 

  東部土木事務所                             １月 18日 

  気仙沼土木事務所                            １月 23日 

  仙台地方ダム総合管理事務所                       ２月９日 

○教育庁 

 地方機関 

  大河原教育事務所                            １月 10日 

  図書館                                 １月 31日 

  美術館                                 ３月 12日 

  多賀城跡調査研究所                           ３月 14日 

  東北歴史博物館                             ３月 14日 

  仙台第三高等学校                            ２月 20日 

  白石高等学校                              ３月９日 

  石巻高等学校                              ３月 12日 

  古川高等学校                              ２月９日 

  築館高等学校                              ３月９日 

  宮城第一高等学校                            １月 22日 

  仙台三桜高等学校                            ２月 21日 

  名取高等学校                              １月 31日 

  涌谷高等学校                              ２月９日 

  多賀城高等学校                             ３月２日 

  泉松陵高等学校                             ２月 20日 

  泉館山高等学校                             １月 25日 

  宮城広瀬高等学校                            ３月 12日 

  仙台東高等学校                             ２月 21日 

  宮城野高等学校                             １月 25日 

  蔵王高等学校                              ２月 14日 

  登米総合産業高等学校                          ３月 14日 

  東松島高等学校                             １月 25日 

  農業高等学校                              ２月５日 

  伊具高等学校                              ２月 14日 

  亘理高等学校                              ２月５日 

  小牛田農林高等学校                           ２月 28日 

  本吉響高等学校                             １月 24日 

  水産高等学校                              ２月 23日 

  工業高等学校                              ３月８日 

  石巻工業高等学校                            １月 18日 

  第二工業高等学校                            １月 19日 

  山元支援学校                              ２月 14日 

  気仙沼支援学校                             １月 12日 

  支援学校小牛田高等学園                         ２月９日 

  小松島支援学校                             ２月２日 

○警察本部 

 地方機関 

  仙台中央警察署                             １月 26日 

  仙台南警察署                              １月 22日 

  仙台北警察署                              １月 22日 



 

２ 監査結果 

  平成28年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第14項及び第15項の規

定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。 

  その結果，公表すべき指摘事項は次のとおりであり，その他の軽易な事項については関係

機関に注意をしました。 

  なお，宮城県警察本部の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況調査を実施しました。 

 

(1)公文書館 

報酬において，支給額の誤りが認められたので，今後再発しないように対策を講じられ

たい。 
（内容） 
・件数   １件 
・正支給額 121,179円 
・誤支給額  12,179円 
・追給額   109,000円 

 

(2)仙台中央県税事務所 

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，更

に適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

  （内容） 

・平成 28年度収入未済額 

     現年度分    860,900,853円 

     過年度分  1,023,590,663円 

     合  計  1,884,491,516円 

・平成 27年度収入未済額 

     現年度分   941,910,857円 

     過年度分 1,175,622,329円 

       合  計 2,117,533,186円 

 

(3)仙台北県税事務所 

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，更

に適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

（内容） 

・平成28年度収入未済額 

   現年度分  125,107,412円 

   過年度分  145,485,744円 

   合    計  270,593,156円 

・平成27年度収入未済額 

   現年度分 149,641,506円 

    過年度分 163,979,491円 

     合  計 313,620,997円 

 

(4)気仙沼県税事務所 

県税において，収入未済を解消する努力は見られるが，なお収入未済があったので，更



に適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

（内容） 

・平成28年度収入未済額 

  現年度分    34,712,226円 

  過年度分    99,762,556円 

  合    計   134,474,782円 

・平成27年度収入未済額 

  現年度分   43,238,492円 

  過年度分  105,892,864円 

     合  計  149,131,356円 

 

(5)北部保健福祉事務所栗原地域事務所 

   事務事業の執行管理において，不適切な取扱いが認められたので，再発防止に向けて速

やかに事務の改善を講じられたい。 

（内容） 

   許可事務において，申請書の放置等による許可書の交付遅延及び公印の無断押印がなさ

れたもの。 

・件数      ８件 

・交付遅延    ６件 

・公印の無断押印 ２件 

 

(6)気仙沼保健福祉事務所 

  賃金，報償費，旅費及び需用費において，支給額の誤り及び支払遅延が認められたので，

今後再発しないように対策を講じられたい。 

（内容） 

○賃金について，支給額の誤りがあったもの。 

・件数    ２件 

・正支給額  211,435円 

・誤支給額  226,887円 

・過支給額   15,452円 

・返納決議額 15,572円 

○報償費及び旅費について，60日以上の支払遅延があったもの。 

・件数 ３件 

・金額 11,140円 

○旅費について，３か月以上の支払遅延があったもの。 

・件数 19件 

・金額 1,337,056円 

○需用費（ガス料金）について，支払遅延による遅収加算金が発生したもの。 

・件数 ２件 

・遅収加算金 3,386円 

 

(7)古川高等学校 

  旅費において，職員に対する指導監督が適切に行われておらず，３か月以上の支払遅延が



認められたので，今後再発しないように対策を講じられたい。 

（内容） 

・件数 271件 

・金額 838,263円 

 

(8)泉館山高等学校 

   報酬，賃金，報償費及び旅費において，支払遅延及び支給額の誤りが認められたので，

今後再発しないように対策を講じられたい。 

（内容） 

○報酬について，支払遅延があったもの。 

・件数 ４件 

・金額 333,600円 

○賃金について，支給額の誤りがあったもの。 

・件数   １件 

・正支給額 110,003円 

・誤支給額 113,803円 

・過支給額   3,800円 

○報償費及び旅費について，支給額の誤りがあったもの。 

・件数     ２件 

・正支給額 69,324円 

・誤支給額 61,216円 

・追給額   8,108円 

 


